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 第208回国会法律案等 NAVI  

 

2025年日本国際博覧会に関する特権・免除協定 

 
 

１．国際博覧会制度 

1928年、19世紀末から20世紀初頭にかけて乱立した博覧会の開催数を制限するため、国

際博覧会の開催期間・頻度、開催者、開催国の義務・組織等について規定した国際博覧会

条約が締結された。また、国際博覧会が同条約にのっとり開催されるように監督するため、

博覧会国際事務局（以下「ＢＩＥ」という。）がパリに設立された（2022年２月現在、日本

を含む170か国が加盟）。現在、ＢＩＥの承認の下、国際博覧会条約に基づいて開催される

国際博覧会には、５年ごとに開催される大規模な博覧会「登録博覧会」とその間に開催さ

れる博覧会「認定博覧会」の２種類がある。2025年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万

博」）は、2020年ドバイ国際博覧会1に続く登録博覧会に位置付けられる。 

 

２．2025年日本国際博覧会と国会提出の経緯 

2018年11月23日、第164回ＢＩＥ総会において、2025年国際博覧会の開催国が日本に決定

した（同博覧会の概要は次頁図表１を参照）。その後、博覧会の開催に向けた法整備、参加

招請活動、政府代表の任命等の準備が進められる中、ＢＩＥから博覧会に参加する国・国

際機関、ＢＩＥ等への特権及び免除の付与等を規定した協定の締結が求められた。このた

め、2021年10月27日、日本とＢＩＥとの間で「2025年日本国際博覧会に関する特権・免除

協定」（以下「本協定」という。）の策定に向けた最初の交渉が行われ、2022年２月15日に

本協定が署名された。同年３月８日、第208回国会（常会）に本協定（閣条第４号）が提出

された2。 

なお、2015年ミラノ国際博覧会及び2020年ドバイ国際博覧会においても、同様の協定が

ＢＩＥと各開催国政府との間で締結されている。また、国際博覧会条約第22条においても、

招請国政府が、各国及びその国民の参加を容易にするため、特に人及び物品の輸送の料金

及び入国又は輸入の条件に関して便宜を与えるよう努力することが規定されている。 

 

３．本協定の主な内容 

本協定は、博覧会に参加する国・国際機関の陳列区域代表3事務所、ＢＩＥ等が有する特

権及び免除について定めるものである（主な内容は次頁図表２を参照）。加えて、陳列区域

 
1 当初、2020年10月20日から2021年４月10日の会期で開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の影

響に鑑み、2021年10月１日から2022年３月31日の会期で開催することとなった。 
2 本協定の提出に先立ち、2022年２月８日、博覧会政府代表の設置等を定めることを目的とした「2025年日本

国際博覧会政府代表の設置に関する臨時措置法案」（閣法第24号）も提出された。 
3 陳列区域代表は国際博覧会条約第13条や2025年日本国際博覧会一般規則第９条に規定されており、自国の政

府を代表し、自国の陳列区域の組織及び運営に責任を負う。 
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代表事務所やＢＩＥの職員の被扶養者についても、日本での生活や労働が考慮され、無償

での査証の発給（第３条）、社会保障制度に対する拠出の免除（第11条）等が認められてい

る。なお、本協定の特権及び免除は、博覧会に関する非商業的活動に適用されるものであ

り、具体的には、博覧会の準備、運営及び広報に関する活動並びに博覧会に関連するその

他の活動をいい、飲食物の販売、商品の販売、入場料を伴う行事の開催及びその他の営利

目的の活動を含まない（第１条）。また、本協定は、締結の30日後に効力を生じ、日本とＢ

ＩＥとの間の合意により終了しない限り、博覧会の終了の日から１年の間効力を有する（第

17条）。 

 

図表１ 2025年日本国際博覧会の概要 

名称 2025年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」） 

会期 2025年４月13日～2025年10月13日（184日間） 

開催場所 夢洲（ゆめしま）（大阪府大阪市此花区） 

テーマ いのち輝く未来社会のデザイン（Designing Future Society for Our Lives） 

コンセプト People’s Living Lab（未来社会の実験場） 

会場面積 約155ヘクタール 

来場者数（想定） 約2,820万人 

（出所）外務省資料等を基に筆者作成 

 

図表２ 各参加主体の特権及び免除の主な内容 

陳列区域代表事務所 

（陳列区域代表事務所として指定

される個人、法人又はその他団体） 

・法人税等の直接税及び輸入する物品の関税の免除、事務所のパビリ

オンの建設や運営のために調達される物品及びサービスに係る消費税

の還付（第４条） 

陳列区域代表事務所の職員 

（陳列区域代表、パビリオン館長、

陳列区域代表事務所が直接雇用す

る者） 

・無償での査証の発給、在留カードの交付（第３条） 

・勤務に係る給料及び手当に対する課税の免除、家具及び手回品を輸

入する際の関税の免除（第８条） 

・社会保障制度に対する拠出の免除（第11条） 

ＢＩＥ 

（博覧会国際事務局） 

・法人税等の直接税の免除、ＢＩＥの運営のために調達される物品及

びサービスに係る消費税の還付（第５条） 

ＢＩＥの代表者 

（ＢＩＥ事務局長、ＢＩＥ事務局

の職員等） 

・無償での査証の発給、在留カードの交付（第３条） 

・勤務に係る給料及び手当に対する課税の免除、家具及び手回品を輸

入する際の関税の免除（第９条） 

・社会保障制度に対する拠出の免除（第11条） 

（出所）本協定を基に筆者作成 
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